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イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
通
じ
た
オ
ン
ラ
イ
ン
コ
ン
テ
ン
ツ
（
電
子
書
籍
、
音
楽
、
映
像

等
）
や
ネ
ッ
ト
広
告
、
ク
ラ
ウ
ド
と
い
っ
た
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
サ
ー
ビ
ス
は
、
現
在
海
外

事
業
者
が
積
極
的
に
日
本
市
場
に
参
入
し
、
国
内
事
業
者
と
競
合
し
て
い
ま
す
。 

し
か
し
、
こ
れ
ら
の
サ
ー
ビ
ス
に
お
け
る
消
費
税
は
、
国
内
事
業
者
に
は
課
税
さ
れ
る

一
方
、
海
外
か
ら
配
信
す
る
事
業
者
に
は
課
税
さ
れ
な
い
と
い
う
不
公
平
な
状
態
に
あ

り
、
経
済
産
業
省
に
よ
れ
ば
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る
役
務
提
供
の
市
場
規
模
は
、 

一
兆
九
三
三
〇
億
円
で
、
そ
の
う
ち
国
境
を
超
え
た
取
引
額
は
六
五
五
〇
億
円
に
も
上
る

と
推
計
さ
れ
て
い
ま
す
。
加
え
て
、
四
月
か
ら
の
消
費
税
率
引
き
上
げ
に
よ
っ
て
、
事
態

は
さ
ら
に
深
刻
に
な
っ
て
お
り
ま
す
。 

こ
の
よ
う
な
現
状
か
ら
、
私
た
ち
は
、
公
平
な
消
費
税
の
制
度
に
是
正
さ
れ
る
よ
う
、

強
く
要
望
い
た
し
ま
す
。 

現
在
、
政
府
税
制
調
査
会
に
お
い
て
、
消
費
者
向
け
取
引
で
も
事
業
者
向
け
取
引
で

も
、
具
体
的
な
新
し
い
方
式
の
導
入
が
検
討
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
そ
の
制
度
設
計
の
複
雑

さ
や
シ
ス
テ
ム
の
導
入
に
要
す
る
期
間
な
ど
を
理
由
に
し
て
、
施
行
時
期
が
遅
れ
る
こ
と

は
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
と
考
え
ま
す
。
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
分
野
に
お
け
る
成
長
速
度
や
市

場
競
争
の
激
化
を
考
慮
し
て
、
一
刻
も
早
く
実
施
す
る
こ
と
を
求
め
ま
す
。 

  

平
成
二
十
六
年
四
月
十
日 

  

海
外
事
業
者
に
公
平
な
課
税
適
用
を
求
め
る
緊
急
フ
ォ
ー
ラ
ム 

公
益
財
団
法
人 

文
字
・
活
字
文
化
推
進
機
構 

海
外
事
業
者
に
公
平
な
課
税
適
用
を
求
め
る
協
議
会 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
サ
ー
ビ
ス
に
お
け
る
公
正
な
消
費
税
課
税
を
求
め
る
連
絡
会 


